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研究成果の概要（和文）：　血液透析患者を対象とした平時および災害時に、患者や施設などの情報を、地域の
人的・金銭的負担を最小限に共有することを目的に、地域連携透析医療情報システムの設計し、プロトタイプを
構築した。プロトタイプによる試験運用は３施設で約２年間おおむね安定的に行うことができた。
　設計や運用を通じて、透析の地域連携医療情報システムを実現するには多数の課題があることが明らかになっ
た。

研究成果の概要（英文）： I designed and built a prototype of a regional cooperation dialysis medical
 information system for hemodialysis patients with the aim of sharing information on patients and 
facilities during normal times and disasters with the minimum human and financial burden. The trial 
operation by the prototype was able to be performed stably at the three facilities for about two 
years.
 Through designing and operating, I have identified a number of issues to actualize a regional 
cooperation dialysis medical information system for hemodialysis patients.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　プロトタイプの構築と実際の医療現場での運用を通じて、透析患者での地域医療情報連携システムを実現する
ための障害と課題を明らかにした。平時と災害時に真に必要な情報に絞ることで、安全性とコストの両立を図り
つつ、現場のニーズを充足しうる地域連携透析情報システムを構築できると考えている。地域連携医療情報シス
テムの普及は災害医療はもとより、平時の医療連携の促進により医療の均てん化や医療費の効率的利用にも貢献
すると期待される。また、透析情報の標準化や正規化が進めば、正確で高密度な患者情報の共有、情報収集時間
の短縮、重複検査の防止等、医療関係者と患者双方に便益が期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
東日本大震災で災害弱者の死亡率は健常者の 2 倍であることを受け、改正災害対策法では自
治体に対し災害弱者に対する支援整備を義務付けた。透析患者を例にすると、被災時の救護、食
事や避難所に特別な配慮が必要となる他、生命に直結する透析の継続が大きな課題と考えられ
た。災害時の人的・物的制約下でも不可欠な医療を継続するには、迅速で的確な意思決定と伝達
のための情報連携が欠かせない。震災後の政府 IT戦略本部の医療情報化タスクフォースを始め、
被災地透析医療に関する様々な報告書でも地域連携情報基盤の強化が喫緊の課題とされた。全
国で様々な地域医療情報システムが運用され、拠点病院を中心に診療所や薬局等との連携が試
みられている。しかし、一般診療所の導入率は 7 %と敷居が高く、運営費も年間数千万円と高額
となり、普及や補助金終了後の継続性が課題となっている。また、透析医療で重要な透析条件項
目等の連携は実現されておらず、標準化規約の制定も含め連携環境整備が必要である。 
 
２．研究の目的 
 
大半の透析患者は無床診療所で通院透析を受けており、施設での電子的透析管理システムの
普及率は 3割に満たない。また、大規模災害時の透析治療は、災害拠点病院ではなく地域の透析
施設で行うよう関連学会から提言されており、災害時には医療 ITの普及率が低い、地域の透析
施設を中心とする対応が求められる。そこで今回、災害時に役立ち持続可能な透析医療情報ネッ
トワークの実現に向けて、一般診療所をターゲットに平時・災害時での利便性と自立運営のため
のコスト意識を重視した設計思想に基づくプロトタイプを構築・検証し、地域連携透析医療情報
システム実現のための課題を明らかにすることを目的として研究を行った。 
 
３．研究の方法 
 
・平時および災害時の地域連携で効果的な透析情報の吟味と利活用手法の検討 
・地域連携透析情報システムのプロトタイプの設計およびシステムの構築 
・プロトタイプの運用を通じて、地域連携透析医療情報システム実現のための課題を明らかにす
る 
 
４．研究成果 
 
 
(1)地域連携透析医療情報システムのプロトタイプの構築と運用を行った（図 1）。 
  
 求められる機能を学会や論文等で調査し、システム基本設計方針として、「平時と災害時に透
析医療現場で真に必要な機能に限定する。」「クリニックでの導入を念頭に、低コストで実現可能
である。」と、これをもとに要件定義を行った。 
 インフラおよびネットワーク構築としては、通常のシステム全体を管理するサーバー、利用者
側のクライアントだけではなく、当該医療機関内の情報を管理するホストコンピュータの３層
構造とすることで、個人情報をサーバーに送信せず医療機関内で管理する設計とした。当初はサ
ーバーを病院内に構築し試験運用を行い、最終的には外部のクラウドサーバーにて運用を行っ
た。 
 システム設計において、院内のホストコンピュータにレジストリ DB、外部サーバーにリポジ
トリ DBをそれぞれ配置し、物理的に外部からレジストリ DB を参照不可能とすることで、外部サ
ーバーの医療情報は対応表がない連結匿名化されたデータのみとなり、セキュリティの確保と
改正個人情報保護法への対応を容易とすることができた（図 2）。 
 検証のためのプロトタイプは研究者自身が開発は最小単位の機能を短期間で実装し改良を反
復していくアジャイル開発手法を採用し、都度改良を行った。プロトタイプ運用では、計３施設
で約２年間おおむね安定的に動作した。一方で、クラウドサーバーを用いると、院内で完結した
場合に比べ実行速度が低下するなど課題も明らかとなった。研究者自身の総開発時間は 3000 時
間超と当初計画を上回り、匿名化やセキュリティ対策等、地域連携システム特有の開発の困難さ
も明らかになった。 
 
 
(2)地域連携透析医療情報システムシステム実現のための課題を明らかにした。 
 基本設計理念に従った検証プロトタイプの設計、開発・運用を通じて具体的課題を洗い出し、
解決策を検討した。 
 
①地域連携透析医療情報システムの機能や項目 
 災害時のみに稼働するシステムは普及が図れない。平時に既存の透析情報システムと補完的
に利用される機能を如何に実装するかが重要である。医療関係者は同時並行で多数の患者にか
かわる透析の特性を考え、既存の透析情報システムが不得手とする、患者横断的・時間横断的に



シームレスに透析関連情報を俯瞰する機能が必要と考えた。また、災害時には平時で蓄えた透析
関連情報を他機関と共有する機能、被災施設情報、支援組織情報といった施設単位の情報交換機
能を提案し、プロトタイプで実装した（図 1中央）。 
  次に、収集する項目の選定を検討した。個人情報および対応表は院内のホストコンピュータ
で管理し、患者紹介や災害時のみ他施設と情報共有するものとした。一方、外部サーバーには匿
名化された透析関連情報が蓄積され、対応表の提供をもって他施設との情報共有が可能となる
（図 3）。 
 
②データ収集 
 複数の医療情報システムへ同じデータを入力することは避けるべきだが、システム間の連携
には多大なコストがかかるため、手作業で複数のシステムに手入力や転記している施設も多い。
SS-MIX2 といった標準化ストレージを利用するのは解決策の一つですが、クリニックレベルへの
普及には至っていない。また、一般診療情報に比べ、透析関連情報の電子化は遅れており、透析
情報地域連携の障壁となっていることが明らかになった。 
 
③個人情報管理      
 現在は、他施設との情報共有には患者毎の同意の明示的取得（オプトイン）が改正個人情報保
護法での要件と考えられる。患者に対して地域連携医療情報システム参加の同意取得は患者に
直接的なメリットを実感しにくく、普及の大きな障壁となっている。地域連携医療情報システム
を遠隔地バックアップとして扱うことでオプトアウトでの参加が可能かもしれない。いずれに
せよ、地域連携医療情報システムの普及には法令・ガイドラインの整備が必要である。 
 患者情報を扱うため、なりすまし防止の観点で利用者登録や認証は極めて重要である。現状は
学会等の第三者機関が中心とする方法が考えられる。将来的には、保健医療福祉分野公開鍵基盤
の電子認証(HPKI)の普及が待たれる（図 4）。 
 
④標準化 
  ・透析関連情報の標準化 
 現状では透析関連情報の標準化は未整備であり、標準化とその普及は情報連携を進める上で
避けて通れない。また、透析導入病名の統一とコード化といった表層の標準化だけではなく、
IHE-J（医療情報システムの相互接続性のための基盤）や、HPKI（医療資格の電子認証）といっ
た様々なレイヤーを整備することが医療情報を安全・正確に連携するには必須となる(図 5)。 
  ・標準化された医療情報規約および交換規約への準拠 
 また、一般的な医療情報についても SS-MIX2 や JAHIS データ交換規約の準拠が望まれる。 
 
⑤普及促進 
 本邦の既存の地域連携医療情報システムの現状について分析を行った。規模、運営主体、範囲
は様々であったが、多くは収益モデルを含めた事業の継続性に課題があった。 
地域連携医療情報システムを促進するには、医療機関の経営者、管理者、医療スタッフ、患者や
家族など立場の関係者に地域連携医療情報システムを導入した場合の、平時および災害時のイ
ンセンティブの提案が必要となる。また、地域医療連携に関連する組織、コミュニティの形成と
人材育成が重要となる。 
 
(3)まとめ 
 プロトタイプの開発を通じて、透析の地域連携医療情報システムを実現するには多数の課題
があることが判明した。各課題は透析医療特有のものと、地域連携に共通なものがある。また、
様々なステークホルダーのコンセンサスが必要な課題も多く、大学や学会等の調整的な役割が
今後重要となっていくと思われる。 
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図 1.地域連携透析医療情報システムのプロトタイプの概要 

 
 

図 2.システム設計の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図 3.データベースサーバーとデータベース項目 

 

 

図 4.施設参加登録と認証 

 

 

図 5.透析関連情報の標準化・正規化 
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